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研究成果の概要（和文）：中国全土を省・自治区・直轄市など31の地域に分割し，多様な地域性を考慮した上で，各地
域の中長期的な低炭素社会シナリオを構築し，それらの施策の大気汚染物質排出量削減効果と都市大気環境改善に対す
る副次的便益の定量的な評価を行うとともに，副次的な便益を含めた現世代及び将来世代の享受しうる便益が最大とな
るような革新的かつ実施可能な施策ロードマップの提案を行う。特に大気汚染物質の排出量が多く，健康影響の顕著な
家庭部門の燃料別エネルギー需要を詳細に検討すると共に，省別大気汚染削減行動計画により大気汚染削減効果につい
ても推計を行った。

研究成果の概要（英文）：Under the middle and long-term low carbon society scenario for Chinese 31 
provinces, the co-benefits of each low carbon society policies on the mitigation benefit of air pollution 
were estimated by using residential energy structure model and three dimensional regional chemical 
transport model. Especially, the energy consumption for each fuel type and each household purpose were 
calculated by each province and by urban and rural area. In addition, effectiveness of provincial air 
pollution prevention and control action plans on the air pollution mitigation were estimated by chemical 
transport model.

研究分野：環境工学
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１．研究開始当初の背景 
 
アジア地域の大都市圏では，急激な経済成
長に伴って，自動車交通量や電力需要などが
急増しており，エネルギー消費に伴う二酸化
炭素の排出量も著しく増加している。同時に
大気汚染物質の排出量も増加傾向を示して
おり，大気汚染による健康影響の深刻化が懸
念されている。特に，中国においては，一次
エネルギー消費量が 1995年から 2007年で 2
倍近くに増加し，その 7割以上を石炭に依存
しているため，石炭の消費量が飛躍的に増加
している。石炭火力発電所への脱硫・脱硝装
置の普及などにより単位エネルギー消費量
あたりの汚染物質排出量は低下しているも
のの，硫黄酸化物排出量は横ばい，窒素酸化
物排出量は少なくとも 2020 年頃までは増加
すると予測されている。 
一方で，地球温暖化を危険な水準以下に防
ぐという目標に向け，中国は「2020 年まで
に単位 GDPあたりの CO2排出量を 2005年
比で 40～45%削減する」という目標を掲げて
取り組みを始めている。 
このような背景を踏まえると，中長期的な
低炭素社会シナリオやそこへ到る施策ロー
ドマップなどを策定する上で，大気汚染によ
る健康影響に対する副次的効果を定量的に
評価して，シナリオ策定手法に組み込むこと
が不可欠と考えられた。 
化石燃料の消費量の抑制を目指す低炭素
社会施策によって，大気汚染の緩和に対する
副次的便益が得られる事は以前から指摘さ
れているが，定量的な推計方法は充分には確
立されていない。申請者らは，これまで統合
評価モデルにより整合性のある温室効果ガ
ス・大気汚染物質の国別・地域別排出量の将
来推計に関する研究を実施しており，日本だ
けでなくアジア諸国・都市の低炭素社会像を
描くための複数のモデル・ツールを開発して
きた。これらに大気汚染緩和に対する副次的
便益を定量化できるモジュールを組み込む
ことで，この問題に対する解決方法を提案で
きると考えた。 

 
２．研究の目的 
 
上述の背景を踏まえて，本研究では，中国
の 31 の省・自治州・直轄市を対象として，
多様な地域性を考慮した上で，中長期的な低
炭素社会シナリオを構築し，それらの施策の
大気汚染物質排出量削減効果と都市大気環
境改善に対する副次的便益の定量的な評価
を行うとともに，副次的な便益を含めた現世
代及び将来世代の享受しうる便益が最大と
なるような革新的かつ実施可能な施策ロー
ドマップの提案を行うことを目的とした。 
 中国を 31 の地域に分割し，さらに各地域
を都市部と農村部に分けて，各地域の低炭素
社会シナリオを構築するとともに，それら各
地域の室内・屋外の大気汚染による健康影響

の推計と低炭素社会施策によるそれらへの
緩和効果を定量的に推計する。 
 具体的には，以下の３つの目標を設定した。 
① 中国の省や直轄市などの地域レベルを対
象として都市・農村別の将来のエネルギ
ー需要を推計するが，その第一段階とし
て信頼できる情報の少ない家庭部門の用
途別燃料種別のエネルギー需要を推計す
る。 
② PM2.5 による深刻な大気汚染を緩和する
ための方策として各省で策定せれている
大気汚染防止行動計画によって，どの程
度の大気汚染の緩和効果があるのかを，
三次元大気化学輸送モデルを利用して定
量的に評価する。 
③ 中長期的な将来の低炭素および大気汚染
を考慮した施策を検討するために，エン
ドユース技術選択モデルを利用して，排
出量の将来推計を行う。 

 
３．研究の方法 
 
(1) 家庭部門エネルギー消費量および汚染物
質による個人曝露量の推計 

 
図１に本研究の全体像を示す。本研究の中
心は，家庭部門のエネルギー消費量を推計し
た右上の部分と，その結果を利用した微環境
個人曝露モデルである。微環境滞在時間と，
各微環境における汚染物質濃度に基づいて
式(1)によって年齢・属性別の一日平均曝露濃
度を求めた。 
 

中国31地域別・都市/農村
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図 1 モデルの概略 
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m

ma TCE   (1) 

ここで,  
aE ：年齢・属性集団 aの PM2.5一日平均曝露
濃度(μg/m3) 

mC ：微環境m中の汚染物質濃度(μg/m3) 
a

mT ：年齢・属性集団 aの微環境 m の滞在時
間率(-)  
 
計算の対象年は 2007年，対象物質は PM2.5



のみとした。室内汚染に関しては，各地域の
都市・農村別の用途別の家庭内燃料(バイオマ
ス，バイオガス，石炭，灯油，LPG，天然ガ
ス，電気・熱)使用量と燃料種別の室内へ排出
する PM2.5 の排出係数から汚染物質発生量
を推計した。考慮した用途は，調理・給湯，
暖房および照明である。屋外に関しては，人
為起源，自然起源，バイオマス燃焼起源の
PM2.5の一次粒子および NOx，SOx，非メタ
ン炭化水素からの二次生成粒子を対象とし，
気象モデル WRF と大気化学輸送モデル
CMAQを用いて，広域スケールの大気汚染物
質濃度を計算した。 
式(1)の a

mT の設定には，中国の 2007年の生
活時間利用調査データを用いて，年齢，性別
及び職業の有無で分類した。本研究では，微
環境を厨房，居室（暖房あり），居室（暖房
なし），屋外と設定し，活動の種類によって
道路からの距離が異なると考え，道路交通起
源の寄与の程度により高・中・低に 3区分し
た。 
次に，中国 31 省の都市・農村地域別の生
活用エネルギー消費量に関して，用途別・燃
料種別のエネルギー消費量を推計する方法
を検討した。中国の都市と農村の家庭部門の
エネルギー需要は，調理・給湯，暖房，照明，
冷房と家電製品に分類した。エネルギー種は，
都市では，石炭，LPG，都市ガス，熱および
電力で，農村では，石炭，LPG，灯油，バイ
オガス，バイオマス(農業残渣，薪)および電
力とした。 
農村の家庭部門では，石炭，バイオマス(薪，
農業残渣)に占める調理・給湯と暖房の消費量
の割合は，既往文献に掲載されている比率を
用いて算出した。暖房用の石炭とバイオマス
の消費量は，エネルギー統計の家庭用の総石
炭，バイオマス消費量から調理・給湯用に推
計した量を減じて求めた。 
 使用した省別の都市・農村人口，世帯戸数，
家庭部門エネルギー消費機器別効率などの
情報源は表 1 に示した。一台当たり炊飯器，
換気扇，電気給湯器，電子レンジ及び他の家
電設備のエネルギー消費量原単位について
は，文献値を利用した。 

 
表 1  使用したデータの出典 

項目 都市 農村

人口

世帯数
中国人口と職業統計年鑑200918)

中国都市生活と価額年鑑200819)
中国統計年鑑200817)

中国農村住民調査年鑑200820)

家庭部門機器効率

家電製品の電力消費原単位

白熱灯、蛍光灯の利用戸数

冷房・暖房のデグリーディ

炊飯器、扇風機の保有量

換気扇、給湯器、電子レンジ
保有量

エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗
濯機など家電製品の保有量

中国統計年鑑2008 17)

寧(2006)14)

中国統計年鑑200817)

李(2013)22)

中国建築節能年度発展研究報告201216)

外岡(2009)21)

中国農村住民調査年鑑200820)

中国統計年鑑200713)

 
 
(2) 制御対策技術の導入による改善効果の推
計方法 

 

 特に家庭部門での排出量の大きい石炭お
よびバイオマスの固形燃料を，天然ガスに転
換した場合に各省でどの程度の曝露濃度の
改善効果が見られるのかを計算した。 
計算を行ったケースは，(1) 都市と農村の
それぞれで，石炭をすべて天然ガスに転換す
るケース，(2) 農村においてバイオマスをす
べて天然ガスに転換するケース，の二つであ
る。 
 
(3) 省別の大気汚染防止行動計画の効果の推
計 

 
中国の各省は，温室効果ガスの排出削減だ
けでなく，深刻な大気汚染への対策として省
ごとに大気汚染防止行動計画を策定してい
る。ここでは，大気質モデル CMAQ を用い
て、四川省、江蘇省、湖北省、陝西省の 4省
および，その省都である成都市、南京市、西
安市、武漢市を対象として 2017 年までの削
減行動計画の効果を計算した。 
 排出量推計は四川省、江蘇省、陝西省、湖
北省については中国エネルギー研究所によ
る推計値を使用した。この 4省以外の排出量
推計は REASv2.1を使用した。 
 計算は，2012 年と 2017 年の排出量に基づ
いて 2013年の気象場を用いて 1年間の計算
を行い，年平均値および月別平均値を比較し
た。各都市の PM2.5の低減目標は表 2の通り
である。 
 
表 2 中国各都市の PM2.5濃度低減目標 

成都市 南京市 西安市 武漢市
低減目標割合
（2012年比）

25% 20% 10% 18%
 

 
各省の行動計画実施時の大気汚染物質の
排出量の推計は表 3のようになった。 
 
表 3 2012 年と 2017 年の排出量推計 

 
(kt/year) 2012 2017 2012 2017 2012 2017 2012 2017
PM2.5 795 641 1,314 1,088 784 785 944 803

SO2 878 617 1,168 690 1,510 970 1,305 987

NOX 771 589 1,096 1,071 1,487 1,389 1,090 946

NH3 860 982 924 1,012 193 215 920 1,016
MNVOC 554 632 1,397 1,651 492 567 511 594

四川省 江蘇省 陜西省 湖北省

 
 

2017 年の PM2.5濃度が目標値に達しなけ
れば、目標値に達するための更なる排出量削
減案として家庭部門の排出量を 2012 年比の
50%削減するケースについても計算を行った。
家庭部門排出量 50%削減はエネルギー効率
の向上、家庭用バイオマスストーブの改良に
よる排出抑制、燃料転換などを行うなどで実
現することができる。 
 
４．研究成果 
 
(1) 家庭部門都市・農村別用途別エネルギー
消費量 
 
a) 調理・給湯用エネルギー消費量 



2007 年の省別の農村の一人当たりの調
理・給湯用エネルギー消費量を図 2 に示す。
（都市は省略した）一人当たりの調理・給湯
用エネルギー消費量は地域によって差があ
り，最大は青海省の約 6GJ/人･年，最小は甘
粛省の約 1GJ/人･年である。この差は地域間
の食生活習慣の違いなどの要因が関連する
と考えられるが，さらに分析が必要である。
LPGと天然ガスの普及率が高い地域では，石
炭の消費量が小さくなっているが，一般にガ
スの価格の方が高く，またインフラの普及率
とも関連するために，沿岸部の経済状況の進
んでいる地域では石炭消費量が少ない傾向
がある。 

 
図 2 家庭部門の燃焼種別エネルギー消費量

（調理・2007 年） (農村) 
 
図 2によると，農村地域では北部と南部で燃
料の種類に大きな違いがある。北部は石炭の
消費量が南部よりも高く，南部ではバイオマ
スの消費量が多い。また，北京，上海，広東
省など大都市においては，調理・給湯用に
LPG を消費する割合が他の地域より多くな
っている。北部の内モンゴル，黒龍江省や南
部の江西省，湖北省，湖南省，広西省などで
は，穀物栽培に伴う農業残渣由来のバイオマ
スが豊富に存在するため，家庭用途でもバイ
オマスを燃料として使用する割合が多い。 
調理・給湯用のバイオマス消費量が一番多
いのも広西省で，次いで広東省と海南省であ
った。上海ではバイオマスはほとんど使用さ
れず，主に調理・給湯用のエネルギー源は
LPGであった。北京市と浙江省もバイオマス
の消費量が少なくなっている。 
 
b) 暖房用エネルギー消費量 

2007 年の省別の農村の一人当たり暖房用
エネルギー消費量は図 3の通りとなった。（都
市は省略）北部の暖房用エネルギー消費量は
南部より多かった。図 3を見ると，農村地域
では一人当たり暖房用エネルギー消費量が
多いのは天津市で，約 18GJ/人･年となって
いる。次いで黒龍江省，内モンゴルと遼寧省
が 16，14，14GJ/人･年であった。暖房用の
バイオマス使用量は黒龍江省が一番多く，約
15.7GJ/人･年であった。 

 

 
図 3 家庭部門の燃焼種別エネルギー消費量

（暖房・2007 年） （農村） 
 

(2) 微環境個人曝露モデルによる曝露濃度の
推計結果 

 
地域別の全年齢・属性区分平均の PM2.5の
一日平均曝露濃度と各微環境の寄与の内訳
を図 4に示す。都市では農村に比べて曝露濃
度が 1/10程度となっている。これは，室内で
の使用燃料の違いが原因である。本研究では
都市と農村地域において用途別の燃料機器
別のエネルギー消費量を考慮した。都市にお
いては，都市ガスの普及率が高く調理・給湯
と暖房には主に LPG，天然ガスと地域熱供給
を使用しているため，排出係数が大きい石
炭・バイオマスの使用量が少ないためである。
また，図 4(a)の結果から見ると，大都市以外
の北部では暖房からの寄与が多いが，南部の
都市では室内の発生源の寄与が小さく，屋外
から室内への流入の寄与が大きい事が分か
った。また北京，天津，上海など大都市では
屋外起源の寄与が 80%以上を占めている． 
 図 4(b)の農村では，平均曝露濃度が高いの
は黒龍江省で約 1500μg/m3であった。南部の
温暖な地域は暖房を使用しないとしたため
暖房による寄与はない。他の地域では，暖房
による曝露濃度が厨房での曝露濃度より高
くなっており，暖房に使用するバイオマスや
石炭の燃焼による PM2.5の影響が大きいこと
がわかった。 

(a) Urban

(b) Rural  
図 4 各省の都市・農村での平均曝露濃度 



 
(3) 制御対策技術の導入による改善効果の推
計結果 
 
石炭を天然ガスに転換するケースの結果
を表 4に示す。石炭は，都市・農村の両方で
使用されており，双方で 15～20μg/m3程度の
低減効果が見られたが，低減率では農村の場
合 3%程度に過ぎない結果となった。 
バイオマスを天然ガスに転換するケース
では，農村では調理・給湯および暖房に大量
に使用されており，かつ現状の燃焼機器は
PM2.5 の屋内への排出係数が極めて大きいた
めに，バイオマスを天然ガスに転換すると
87%の低減効果が見られることが分かった。 

 
表 4 対策導入による効果 

現状ケース

曝露濃度
(μg/m3)

曝露濃度
(μg/m3)

低減率
(%)
曝露濃度
(μg/m3)

低減率
(%)

都市 73 56 23 73 0

農村 529 512 3 69 87
全国平均

石炭→天然ガス
転換ケース

バイオマス→天然ガス
転換ケース

 

 
(4) 省別行動計画導入時の濃度推計結果 
 
表 5は 4都市での2012年と 2017年の PM2.5
濃度の年平均の計算結果と 2017 年の目標値
である。計算の結果、現在の大気汚染対策行
動計画ではどの都市でも目標値に達しない
ことがわかった。成都市、南京市、武漢市で
は 10%しか低減できておらず、西安市ではほ
とんど変わらなかった。西安市の行動計画で
は PM2.5 の前駆物質の対策に重点を置いてい
たが、あまり成果の出ない結果となった。 
 行動計画の削減に加えて，家庭部門排出量
を 50%削減した場合の推計結果も表 5 に加え
た。この結果、成都市、西安市、武漢市の 3
都市に関しては各省の目標値を達成するこ
とができ、南京市でもほぼ達成といえるよう
な結果になった。 
西安市では、大気汚染対策行動計画による
2017 年推計では濃度変化がほとんど見られ
なかったが、追加削減を行うことで濃度を下
げることができた。この結果によって、PM2.5
濃度を低減するためには PM2.5 の前駆物質へ
の対策よりも PM2.5 の一次排出を削減する方
が、効果が表れやすいことが明確になった。 
 
表 5 4 都市の削減案の定量結果 

 (μg/m3) 成都 南京 西安 武漢
2012 103.9 155.1 190.9 170.0
2017 90.2 136.9 190.5 152.1
目標値 77.9 124.1 171.8 139.4
追加削減
後の2017

75.1 124.4 163.6 138.3
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